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種別 対象となる災害 
（自然災害） 

根拠法令等 支給対象者 支給限度額 支給の制限 

災
害
弔
慰
金 

１ １の区市町村
の区域内におい
て住居の滅失し
た世帯の數が５
ある場合の災害 

 
２ １に定める程
度以上の災害に
準ずる程度の災
害として内閣総
理大臣が定める
もの 

 

１ 災害弔慰金の
支給等に関する
法律 

 
２ 目黒区災害弔
慰金の支給等に
関する条例 

 
３ 実施主体 

区市町村 
 
４ 経費負担 
国      １/２ 
都      １/４ 
区市町村１/４ 

 

死亡者の配偶者 
〃   子 
〃   父母 
〃   孫 
〃   祖父母 

 
上記のいずれも
存在しない場合は、
死亡者の兄弟姉妹
（死亡時その者と
同居し、又は生計を
同じくしていた者
に限る） 
 

死亡者１人につ
き主たる生計者の
場合 

500 万円 
 
それ以外の場合 

250 万円 
 

１ 当該死亡者の死
亡がその者の故
意又は重大な過
失により生じた
ものである場合 

 
２ 法律施行令（昭
和 48 年政令第
374 号）第２条に
規定する内閣総
理大臣が定める
支給金が支給さ
れた場合 

 
３ 災害に際し、区
市町村長の避難
の指示に従わな
かったこと等、区
市町村長が不適
当と認めた場合 

 

災
害
障
害
見
舞
金 

法別表（下記）に
掲げる程度の障害
がある者 
 

障害者１人につ
き主たる生計者の
場合 

250 万円 
 
それ以外の場合 

125 万円 
表 災害弔慰金の支給等に関する法律    平成 28 年１0月１日現在 

 
＊上記基準を原則とするが、災害の規模に応じてはこの限りではない。 

法別表 
対 象 障 害 

１ 両眼が失明した者 
２ 咀嚼及び言語の機能を廃した者 
３ 神経系統の機能又は精神に著しい障害を残し、常に介護を要する者 
４ 胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、常に介護を要する者 
５ 両上肢をひじ関節以上で失った者 
６ 両上肢の用を全廃した者 
７ 両下肢をひざ関節以上で失った者 
８ 両下肢の用を全廃した者 
９ 精神又は身体の障害が重複する場合における当該重複する障害の程度が、前各号と同程度以上と認められ
る者 

 

第４ がれき処理の実施 
 

１ 都 
被災した区市町村の状況を把握し、廃棄物処理施設の被災状況を踏まえた経済的支援策の検討等、状況に合

わせた復旧対策を都本部及び「がれき処理部会」の下で決定します。 

 

２ 区 
解体等の受付開始に向けて、解体業者等との契約、一次集積場所の確保、受付窓口の設置箇所等を検討し、

都や防災関係行政機関等と調整のうえ決定します。 

 

 

第３部 
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阪神・淡路大震災により、高度に発展した都市が大震災に見舞われた場合に備え、予防対策や被災直後の応急対

策だけでなく、円滑で計画的な復興の進め方や都市像・地域像・モデルプランなどについて、事前に検討しておく

ことの重要性が再認識されました。 

この部では、主に首都直下地震等により目黒区が大きな被害を受けたことを想定し、復興計画の基本的な考え方

及び復興計画推進のための取組について定めます。 

 

 

第１章 復興の基本的な考え方 
 

被災者である区民が日々の暮らしを再建し、一日も早く元の安定した状態を取り戻すことができるよう、区とし

てできる限りの支援・協力を行うとともに、防災関係行政機関等と連携しながら、被害を受けた地域の都市機能の

回復を図り、さらに、将来に向けて区民が安心して安全、快適に暮らすことのできるまちづくりを進める必要があ

ります。このため、基本構想、基本計画及び都市計画マスタープラン等を踏まえ、災害復興に係る基本方針はじめ

復興計画を策定し、これに沿って復興を進めていきます。 

また、復興を進めるに当たっては、区民の意見や要望を尊重した参加型の取組を進めるとともに、ボランティア

活動やＮＰＯ活動等の自主性・自立性を尊重した協力関係を確保し、区民との協働により取り組むものとします。 

 

第１ 区の震災復興の基本目標 
 

１ 生活復興 
（１）第一の目標は、被災者のくらしを一日も早く震災前の状態に戻し、その安定を図ることとします。 

（２）心身や財産に回復し難いダメージを受け、震災前のくらしに戻ることが困難な場合には、被災者が新し

い現実の下で、それに適合したくらしのスタイルを構築していくことができるようにします。 

（３）個人や事業者は自らの責任において、あるいは共に助け合って復興を図っていくことが基本となります。

そのため、行政は、被災者の復興作業が円滑に進むよう、公的融資や助成、情報提供・指導・相談等を通

じて自立のための環境整備を行います。 

（４）自らの力のみでは生活の復興に特別の困難を伴う被災者に対しては、医療、福祉等の施策を通じ、生活

復興のための直接支援を行います。 

 

２ 都市復興 
（１）人びとがくらしやすく住み続けることができる、活力に満ちた「めぐろ」をつくります。 

（２）特に大きな被害を受けた地域のみの復興にとどまらず、都市全体の防災性の向上を目指し、都市基盤の

向上や良好な市街地の形成を図り、「被災を繰り返さない都市づくり」を行います。 

（３）復興の整備水準は窮状の回復にとどまらず、新しい時代の要請に応えられる質の高い都市の実現を目指

します。また、将来世帯も含め人びとが快適なくらしや都市活動を営むことができる「持続的発展が可能

な都市」にしていくことを目標とします。 

（４）区民、事業者、区市町村、都、国など、多様な主体が「協働と連帯による都市づくり」を行います。 
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第

三

部 

第２章 復興体制の構築 
 

災害対策本部とは別に、被災後の早い時期に復興計画や復興事業に係る庁内体制を統括する組織として、目黒区

震災復興本部の設置に関する条例に基づき震災復興本部を設置します。 

復興本部は、震災復興事業を長期的視点に立って速やかに、かつ、計画的に実施する組織であり、災害応急・復

旧対策を臨時的、機動的に実施する災害対策本部とは、その目的と機能を異にするものです。 

しかしながら、震災復興に関する一連の活動は、被災後間もない応急対策の段階から質的な変化を伴いつつ、連

続的に、徐々に進行していくものであるため、災害対策本部が所掌する応急的な事務事業で、震災復興にも関係し、

それに大きな影響を与えるものについては、両本部が緊密に連携、連絡しながら対応を図ります。 

 

 

第３章 復興計画策定への取組 
 

第１ 復興基本方針 
 

復興計画策定にあたっては、被災地の状況を的確に把握し、極力早い時期に取組の基本方針を区民に公表します。 

 

第２ 復興計画 
 

復興計画は、過去の災害における教訓を生かした区の長期計画の基本理念に基づく災害に強いまちを再構築する

ためのマスタープランです。 

 

 

第４章 生活の復興計画 
 

第１ 住宅の復興 
 

被災住宅の応急修理、応急仮設住宅の建設、一般住宅の自力再建への支援、公的住宅の供給などについて検討を

進めます。 

 

第２ くらしの復興 
 

１ 医療・保健・福祉：被災直後から復旧・復興期まで継続して、被災者の生命・健康の維持のため、これらが

有機的に連携し、効果的に機能するよう検討していきます。 
２ 教育・文化：学校における教育活動再開に向けて準備を進めます。 
 

第３ 産業の復興や雇用対策 
 

事業再開に係る一時的事業スペース確保への支援、事業再開に対する資金的な支援や取り引きのあっ旋等の対策

を検討します。また、失業を余儀なくされた人々の安定雇用の支援や、物流の安定化に向けた検討を進めます。 
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第５章 都市づくりの復興計画 
 

第１ 都市復興のプロセス 
 

都市復興のプロセスは発災から時系列的に、５つの区分となります。 

① 復興初動体制の確立  

② 都市復興基本方針等の策定  

③ 復興都市計画等の策定  

④ 復興事業計画等の確定  

⑤ 復興事業の推進 

 

第２ 都市復興の各プロセスの概要 
 

１ 都市復興の初動体制の確立：発災～１週間 
（被害を知り、復興の体制をつくる） 

震災復興本部を設置するなど、速やかに都市の復興に取り組む区の基本的な体制をつくり、建物被害の概況

を把握します。また、二次災害を防止するため、被災建築物応急危険度判定を行い使用制限等の措置を行いま

す。 

（１）震災復興本部の設置：被災後１週間程度 

（２）建物被害の概況調査：発災～１週間以内  

 

２ 都市復興基本方針などの策定：１週間～１か月 
（復興の基本的な考えをまとめる） 

都市復興に取り組む行政姿勢などを明示した基本方針を策定・公表します。建物被害の詳細な状況を把握し、

被災状況に応じた復興対象地区の区分や無秩序な建築を防ぐための第一次建築制限を行います。暫定的な生活

復興の場を確保するため、仮設市街地づくりを進めます。 

（１）都市復興基本方針の策定・公表：２週間以内 

（２）家屋被害の状況調査：１週間～１か月以内 

（３）第一次建築制限：２週間～２か月 

（４）仮設市街地づくり（時限的市街地）：発災～３か月以内 

 

３ 復興都市基本計画などの策定：１か月～６か月 
（復興への具体的な考えをまとめる） 

目標を共有し被災地全体の復興を円滑に始めるため、復興都市づくりの骨格的な考え方を明らかにした都市

復興基本計画（骨子案）を策定・公表します。骨子案に基づき、対象地区ごとに復興都市計画・復興街づくり

計画を住民参加により策定します。 

復興計画の合意形成に要する時間を確保するため、第二次建築制限を行います。 

骨子案に具体的な事業等の内容を盛り込んだ都市復興基本計画を策定・公表します。 

（１）都市復興基本計画（骨子案）の策定・公表：１か月～２か月以内 

（２）復興都市計画・復興街づくり計画の策定：１か月～６か月以内 

（３）第二次建築制限：２か月～２年以内 

（４）都市復興基本計画の策定・公表：１か月～６か月以内 

 

４ 復興事業計画などの確定／復興事業の推進：６か月～ 
（復興への事業計画をまとめる・復興事業を進める） 

都市復興基本計画に基づき各種の復興都市計画・復興街づくり計画を事業化し、住民・事業者・行政との共

同により復興街づくりを進めます。 

国や都への要請事項や民間資金の活用方策など、財源確保について検討します。 
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３ 復興都市基本計画などの策定：１か月～６か月 
（復興への具体的な考えをまとめる） 
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（３）第二次建築制限：２か月～２年以内 

（４）都市復興基本計画の策定・公表：１か月～６か月以内 

 

４ 復興事業計画などの確定／復興事業の推進：６か月～ 
（復興への事業計画をまとめる・復興事業を進める） 

都市復興基本計画に基づき各種の復興都市計画・復興街づくり計画を事業化し、住民・事業者・行政との共

同により復興街づくりを進めます。 

国や都への要請事項や民間資金の活用方策など、財源確保について検討します。 
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第

三

部 

第６章 相談窓口の設置 
 

区は、復興対策の本格化に応じて、関係各部との連携・協力により、被災者相談窓口や住宅相談窓口を設置し、

区民による自力再建等への支援を行います。 






